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概　要

　日本では 1986年に男女雇用機会均等法が施
行され、それ以前と比べると日本の女性の就労
環境は紆余曲折を繰り返しながらも大きく改善
されている。女性の活躍に関しては、M字カー
ブと言われる 30代半ばで落ち込んでいた女性
の就労の割合も、年を追うごとに落ち込みは軽
減され、年々女性の役職者も増加している。し
かしながら、その速度はやや緩慢で欧米と肩を
並べるまでには至っていない。
　本研究で扱う製品「アーキテクチャ」とは、
製品の基本的な設計思想を表しており、組織能
力や組織構造に影響を与えると考えられてい
る。製品アーキテクチャは大きくインテグラル
型アーキテクチャとモジュラー型アーキテク
チャに分けられ、インテグラル型は製品の完成
までに緊密な擦り合わせを行い、完成度を上
げる。モジュラー型は部品を組合せて製品を
完成させるため、インテグラル型と比較して
製品の完成までの時間が少ないと考えられる。
2004年度と 2016年度の製品アーキテクチャの
違いによる女性の活躍度の違いを分析した結
果、モジュラー型アーキテクチャを持つ企業で
は、2016年度におけるインテグル型アーキテ
クチャを持つ企業と比較して女性管理職の割合
が高いという結果を得た。日本において女性活
躍が進まない現状は、必ずしも日本企業や政府
の取り組みの遅れのみに起因するのではなく、
製品アーキテクチャがもたらす組織の構造的な
問題と捉えることができる。

1．はじめに

　数年前から多くの企業は、産前産後休職、育
児休暇、時短勤務、テレワークなど企業では女
性が仕事を続けていくことができる施策・配慮
を進めている。会社の制度は整い、周囲もその
制度の利用に理解を示すようになってきてい
る。それでも、欧米各国と比較すると日本の女
性活躍はなかなか進まない。本研究では、組織
能力や組織構造に影響を与える製品アーキテク
チャに着目し、製品アーキテクチャと女性活躍
との関連について分析を行った。以下、第 2章
では、背景として日本の女性活躍の現状と先行
研究を概観する。第 3章では本稿で扱う製品
アーキテクチャと女性活躍の関連についての仮
説を述べる。第 4章ではデータの取得方法と評
価指標を示す。第 5章では分析結果として、製
品アーキテクチャの違いによって、女性活躍の
指標である女性管理職の割合が異なることを示
し、第 6章ではその分析結果について考察を行
う。第 7章では本稿の結果をまとめるとともに、
残された課題について述べる。

2．背景　

　日本では 1986年に男女雇用機会均等法が施
行され、それ以前と比べると日本の女性の就労
環境は紆余曲折を繰り返しながらも大きく改善
された（樋口・佐藤 2010）。ここでは、日本の
女性活躍の現状、本研究で扱う製造業における
女性活躍の必要性、これまでの女性活躍の研究
についてまとめる。
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画（第 2次）の中に、「社会のあらゆる分野に
おいて、2020年までに指導的地位に女性が占
める割合が少なくとも 30％程度になるように
期待する」という目標に対して、一定の成果は
みられたが、まだ日本の管理的職業従事者は少
ない。
　女性活躍が求められる背景には、政府の少子
高齢化対策だけでなく、ダイバーシティやジェ
ンダーなど人権の問題ともリンクし、多くの
研究がされている。世界経済フォーラムから
「ジェンダーギャップ指数 2020」が発表された
（URL3）。ジェンダーギャップ指数は世界各国

2. 1　日本における女性活躍の現状

　女性の活躍に関しては、法的な整備や政策、
企業の努力で、出産、育児の支援策も充実し、
図 1に示すように 30代半ばで落ち込んでいた
女性の就労の割合も、年を追うごとに落ち込み
は軽減されている。
　図 2は 2002～ 2016年の管理的職業従事者に
占める女性の割合を示したものである。図 2に
示すように年を追って役職者が増加し、2016
年には係長の 20％近くが女性となっている。
2005年に閣議決定された男女共同参画基本計

出所）総務省（URL1）データを用いて著者作成

図 1　年齢階級別労働力率の変化

出所）内閣府（URL2）のデータより著者作成

図 2　管理的職業従事者に占める女性管理職の割合
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持続させることが難しくなってきている（山本
2016）。女性の活躍推進は、そうした背景でも
求められ、本研究の対象である製造業も例外で
はない。

2. 2　女性活躍に関する先行研究

　これまでに女性活躍に関しては様々な角度か
ら研究されてきている。先行研究として、川口
（2011）は、男女雇用機会均等法施行以降の企
業のWLB施策の企業定着度と女性の活躍に及
ぼした影響について分析し、女性の企業定着度
は、過去 20年間、徐々に上昇し、同時に女性
の相対賃金や女性管理職割合が上昇しているこ
とを示した。また、個々の企業を比較すると、
経営者がWLB施策に熱心な企業ほど女性の定
着度が高く、女性の定着度が高い企業ほど女性
が活躍していること、さらに残業をしている正
社員の割合が多い企業においては、それが、女
性活躍の阻害要因として有意に働き、労働時間
が短い企業では女性管理職の登用が多いことを
明らかにしている。
　阿部ら（2017）は、WLB施策と女性の出産、
就業継続、企業の女性比率、女性管理職比率の
関係性について検証している。この中で、WLB
施策利用の促進は、総じて女性の出産・就業継
続・女性活躍にプラスに働き、存分に働くため
の支援は、出産・就業継続・女性比率・女性管
理職比率と概ね正の相関があり、また、労働時
間短縮配慮もほとんどのケースで正の相関があ
るとしている。一方、子育て支援やフレキシブ
ルな働き方は、出産・就業継続には正の効果が
あるが、全従業員に対する女性比率・女性管理
職比率にはほとんど影響がなく、女性活用を高
める方向には働いていない、と結論付けている。
　大湾（2017）は、働き方改革と女性活躍にお
ける課題として、（1）長時間労働や転勤に対す
るリターンが高いこと、（2）性別職域分離が存
在すること、（3）女性への業務配分や能力評価
にバイアスが存在しうること、（4）働き方の柔
軟性および管理職からの支援が不足しているこ
と、（5）遅い昇進が出産に対するペナルティを
引き起こしていること、などが男女格差を助長
している可能性を指摘した。長時間労働に対す
る問題点としては、1対 1の face-to-faceでの対
応を前提とした業務プロセスの設計が長時間労

のこの 1年間で生じた男女格差を測った指数
で、経済、教育、健康、政治の 4つの分野のデー
タから作成され、0が完全不平等、1が完全平
等を示す。
　表 1に 2019年および 2018年の日本における
各分野のジェンダーギャップ指数を示す。2019
年は、2018年に比べ教育、政治分野のスコア
を大きく下げ、前年度 149か国中 110位から
121位へと順位を落とした。
　図 3に ILO ILOSTATから発表された 2019年
における管理的職業従事者に占める女性の割合
の国際比較を示す（URL4）。欧米は管理的職業
従事者に占める女性の割合が 3割から 4割を占
めるが、日本は 14.8％にとどまっている。
　日本は長い間、終身雇用制度を基本的な労働
体系とし、男性を中心として新卒者を一括採用
して人的投資を集中させ、早い段階で長時間労
働に培われた高スキルの社員を育成してきた。
しかしながら、少子高齢化によって男性中心と
した労働者で、今までと同じような生産活動を

表 1　ジェンダーギャップ指数

年 2019 2018

分野 153か国 149か国
経済分野 0.598（115） 0.595（117）
教育分野 0.983（91） 0.994（65）
健康分野 0.979（40） 0.979（41）
政治分野 0.049（144） 0.081（125）
総合スコア 0.652（121） 0.662（110）

（）は順位を示す
出所）Global Gender Gap Report 2020（URL3）より筆者作成

出所）ILO ILOSTAT (2020) DATA （URL4）より著者作成

図 3　管理的職業従事者の占める女性割合の国際比較
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際競争力があると言われているが、この製品
アーキテクチャが組織能力や組織構造にも影響
を与えると考えられており（新宅　2005）、女
性活躍にも影響を与えるのではないかという視
点である。
　このように、本稿のアプローチは、日本の競
争力の源泉に起因する構造的な問題として女性
活躍を捉えようとしている点に特色があり、こ
れが実証できれば、先行研究にはない独自の知
見を提供できる。また、日本企業における女性
活躍の進捗の遅れは、単純に取り組みの遅れと
は言えず、このことの政策含意は非常に大きい
と考える。

3．�製品アーキテクチャと女性活躍に関
する仮説

　ここでは、本稿で扱う製品アーキテクチャと
はどういったものか、製品アーキテクチャのタ
イプと特徴、女性活躍との関連性と仮説につい
て述べる。

3. 1　製品アーキテクチャのタイプ

　企業が市場に供給する製品（財 ･サービス）
も、機能的 ･構造的に分割・結合される。こう
した製品の設計が経済や企業に与える影響は長
らく見過ごされてきたが、1990年代から、製
品設計の分割・結合状態と、産業・企業の分業・
協業状態の相互関係を解明しようとする動きが
現れだした。それが、アーキテクチャ論である
（中川・藤本・勝又 2008）。
　藤本（2002）によれば、製品を構成する複数
の部品間のインターフェースをどのように設計・
調整するかが製品アーキテクチャであり、製品
アーキテクチャは製品の基本的な設計思想を示
す。製品の「アーキテクチャ」とは、「どのよう
にして製品を構成部品に分割し、そこに製品機
能を配分し、それによって必要となる部品間の
インターフェース（情報やエネルギーを交換す
る「継ぎ手」の部分）をいかに設計・調整するか」
に関する基本的な設計構想のことであると説明
している（図 4）。製品の基本的な設計思想であ
る製品アーキテクチャには、大きくはモジュラー
型（組合せ型）とインテグラル型（擦り合わせ

働に対する報酬を高め、長時間労働を通じた貢
献が昇進やボーナス査定に影響を与えるという
構造の問題点を指摘している。このことが、女
性が家事育児をすべて請け負うという性別役割
分業が最適となっていったこと、それを背景に、
専業主婦が増え、その後男女雇用均等法の成立
で女性の就業機会が広がると、今度は結婚を選
択しない女性や出産を遅らせる女性が増えて行
くという、悪循環が存在していることを示して
いる。
　山本（2016）は、日本企業の職場で見られる
長時間労働慣行が女性の正社員や管理職として
の登用を阻害する要因になっているという山本
（2014）の検証結果を受けて、長時間労働がど
のような要因によってもたらされるかを労働需
要と労働供給の 2つの視点から整理している。
日本の企業で長時間労働が受容されている要因
として、労働の固定費の大きさがある。労働の
固定費は、労働時間にかかわりなく生じる雇用
者 1人当たりの費用で、採用費用、解雇費用、
人的投資（教育訓練）費用などが該当する。労
働の固定費が大きいと、雇用者を 1人増やす費
用が大きくなるため、雇用者数を抑えて労働時
間を長くすることが企業にとって合理的にな
る。
　製造業における女性活躍の現状を示す先行研
究として、磯貝（URL5）は、女性管理職の比
率が小さい自動車関連製造業を対象としてアン
ケートを実施し、製造業における女性技術者の
現状と課題を、一般職の女性との比較や家族構
成別に分析している。その結果、社内制度面は
充実しており、「女性の意識改革」「上司の理解」
「両立」「母数が少ない」「離職が多い」など各
人の意識改革や会社の環境、風土改革が不可避
な課題であると感じている人が多いということ
を明らかにした。女性技術者が活躍し続けるた
めの支援方法については、人脈形成、IT活用、
メンター制度といった方法を女性技術者が選択
併用できる環境を整えることが重要であるとい
う結果を導いている。
　上述した先行研究では、女性の就労継続や活
躍について、企業内制度の有無や政府の取組み
との関係、およびその効果について研究が行わ
れている。一方、本稿で着目するのは製品アー
キテクチャと女性活躍である。日本では、後述
するインテグラル型アーキテクチャの製品に国
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素の独立性が低く、その製品そのものが機能を
発揮するために相互に複雑な依存関係を持って
いる。そのため、1つの変更は、周辺の構成の
変更も余儀なくされる。したがって、製品を完
成させるまでに多くの擦り合わせが必要とな
る。こうして作られる製品のアーキテクチャを
インテグラル型アーキテクチャと呼ぶ。機能と
構造の対応関係が多対多で、相互に緊密な連携
が必要となるアーキテクチャである。
　インテグラル型アーキテクチャは、何万点も
の部品で構成される自動車に代表される製品
アーキテクチャである。ひとつの機能を付与す
るために、製品開発のプロセスでその前後・左
右のセクション間のコミュニケーションが重要
となるアーキテクチャである。このようなコ
ミュニケーションに基づく組織能力の蓄積には
時間がかかる。したがって、インテグラル型アー
キテクチャをもつ製品のキャッチアップは容易
ではない。擦り合わせ型に強みのある企業は、
組織文化、組織構造、報酬などの制度が基盤と
なって、連携活動を推進し、長い時間をかけて
擦り合わせ型の組織能力を蓄積する。

3. 2　�製品アーキテクチャと女性活躍に関
する仮説

　以上のように製品アーキテクチャには大きく
分けて 2種類のアーキテクチャがあり、これ
ら 2つの製品アーキテクチャは、それぞれの特
徴から図 5に示すように、擦り合わせが必要な
回数が異なる。具体的には、ひとつの機能の変

型）とに分類される。以下にインテグラル型と
モジュラー型について概要を示す。
 
3. 1. 1　モジュラー型アーキテクチャ

　藤本（2002）によると、デスクトップ・パソ
コンは複数の部品を自在に組合せて、必要な機
能を持たせることができる。デスクトップ・パ
ソコンの構成要素と機能は 1対 1に近く、必要
な機能を実現するために構造を擦り合わせする
ことなく、必要となる機能を持った部品を組合
わせることで実現できる。このように構造と機
能の相互依存性が小さく、各構成要素の独立性
が高い製品構成を持つ製品アーキテクチャをモ
ジュラー型アーキテクチャという。モジュラー
型アーキテクチャは図 4における機能と構造
（部品＝モジュール） が 1対 1に近いため、モ
ジュール間の連結がシンプルである。モジュ
ラー型アーキテクチャは製品の機能と構造の擦
り合わせの努力を最小限にして組合せの妙を武
器とするアーキテクチャである。構成要素それ
ぞれが独立しており、擦り合わせる必要がない
ため、長い時間を要せずともすぐ技術移転でき
ることが特徴になる。周囲のセクションとの連
携が希薄でも、それぞれのセクションは各々製
品を作ることができる。

3. 1. 2　インテグラル型アーキテクチャ

　藤本（2002）によると、インテグラル型アー
キテクチャとはモジュラー型とは逆に、構成要

出所）藤本（2002）の P2図 1より

図 4　基本設計思想としてのアーキテクチャ

4



谷口　咲子：製造業における製品アーキテクチャと女性活躍との関連

200

4．データの取得方法

　製品アーキテクチャならびに女性活躍の程
度を示す指標として用いたデータは、以下の
通りである。なお、藤本ら（2005）らが示し
た、製品アークテクチャの指標が 2004年度の
アンケートに基づいていることから、本稿では、
2004年度を基点として分析を行った。

4. 1　製品アーキテクチャの指標

　製品アーキテクチャはインテグラルあるいは
モジュラーのどちらか一方だけで製品が完成す
るのではなく、どちらのアーキテクチャも混在
している。例えばある機能を持った部品を取り
付けるインターフェースが共通であったとして
も、その機能を発揮させる部品はインテグラル
型の製品が使われている可能性がある。このよ
うに 1つの製品は完成までには多くの部品や工
程が存在し、擦り合わせが必要な部分や完全に
独立した部品の組合せで構成されている部分が
混在している。ひとつの製品におけるインテグ
ラル型アーキテクチャとモジュラー型アーキテ
クチャの混在度合いを数値化したものが藤本ら
（2005）の製品アーキテクチャ・スペクトルで
ある。
　藤本ら（2005）は、東京大学 21世紀 COEも
のづくり経営研究センターと経済産業省の共同
による「日本企業のアーキテクチャ戦略に関す
る調査」で、複数の企業・製品について日本製
造業をリードする企業 33社、253製品につい
てアンケート調査を実施し、そのアンケート回

更が必要となった場合、その機能をもたらす部
品 Aの変更が余儀なくされるとする。モジュ
ラー型アーキテクチャは機能と部品が 1対 1対
応なので、部品 Aの担当者が、新しい機能を
実現する部品 Aʼ に部品を変更すればそれでよ
い。モジュラー型アーキテクチャでは、部品の
変更を少ない工数で決定することができる。一
方で、インテグラル型アーキテクチャでは、部
品 Aの変更のためにその周辺の部品 B, Cの変
更も必要となり、B,Cの変更のために D, E, F・・・
の変更が必要となる。インテグラル型アーキテ
クチャでは、部品 Aの変更の影響が周囲に波
及するため、部品 Aの担当者が単独で決定す
ることができない。このような製品アーキテク
チャの違いが個人の時間だけでなく、行動や思
考の柔軟性や融通性に影響する可能性が考えら
れる。
　以上のようにインテグラル型アーキテクチャ
の製品を製造する企業の各部署は、関係部署と
の調整が多く自律性が低くならざるを得ず、そ
こで働く労働者は、フレキシブルな働き方を選
択しにくい。子育てなどから労働の自由度に制
約のある女性にとっては、相対的に活躍しにく
い状況になっている可能性が考えられる。これ
を踏まえ、本稿では以下のような仮説を立てた。

＜仮説＞インテグラル度の高い製品アーキテク
チャを持つ企業ほど、擦り合わせによる制約か
ら、女性が活躍しにくい状況となっている。ま
た、女性活躍に向けた指標の変化にも乏しい。

5
出所）筆者作成

図 5　製品アーキテクチャの違いと機能の変更と擦り合わせ
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女性が活躍していること、阿部ら（2017）は
WLB施策利用の促進は、女性の出産・就業継続・
女性活躍にプラスに働き、存分に働くための支
援は、出産・就業継続・女性比率・女性管理職
比率と概ね正の相関があることを示している。
これらから、①の女性の割合が多い企業や、②
の女性の勤続年数が長い企業は、女性が働きや
すく、女性支援が機能している企業と考えられ
る。③④の指標は、産休や育休の制度が利用し
やすいかどうかの指標である。
　次に、女性活躍の指標としては、⑤全管理職
中の女性管理職の割合（女性管理職：女性課長
＋女性部長を指す）、⑥全課長相当職に対する
女性課長相当職の割合、⑦全部長職に対する女
性部長職の割合、⑧全役員に対する女性役員の
割合、を用いることとした。
　各評価指標は、藤本ら（2005）との間でデー
タの整合性を取るために、2004年度のデータ
（2004年度データがない企業は 2005年度デー
タ）を用い、直近の状況は 2016年度の値を
用いている。データの出所は東洋経済新報社
（2006）、東洋経済新報社（2007）、東洋経済新
報社（2018）である。
　女性就業の指標については、東洋経済新報社
（2006）の「雇用・人材活用」の基礎データか
ら男性従業員数、女性従業員数および男女別の
勤続年数と、「女子待遇・雇用の多様化」の項
目のうち「産児・育児・介護休暇」の項目から
産休と育休の利用者数を用い、それぞれ女性従
業員に対する取得割合を求めた。なお、この育
児休業を取得した従業員の中には男性従業員も
含まれているが、男性の育休利用者はまだ数が
少なく、誤差は少ないと判断した。
　女性活躍の指標については、東洋経済新報社
（2006）の「女性役職登用」の欄から女性管理職、
男性管理職数、男女別の課長数、男女別の部長
数、男女別の役員数を用い、全管理職に占める
女性管理職の割合、全課長数に占める女性課長
の割合、全部長職数に占める女性部長職の割合、
全役員数に対する女性役員の割合を求めた。

4. 3　各産業を代表する企業の抽出方法

　東洋経済新報社（2006）に掲載の製造業に携
わる企業 382社を対象として、藤本ら（2005）
がアンケートから分類した 52産業に該当する

答結果を基に定量的な製品アーキテクチャ・ス
ペクトルの数値化を試みた。この試みは従来の
製品アーキテクチャの議論において「インテグ
ラルか、モジュラーか」といった 2分法で論じ
られていたものを、連続的な数値のスペクトル
で表すことで相対的に把握する試みである。藤
本ら（2002）は、アーキテクチャの測定の仕方
には 2つのアプローチがあり、ひとつは、機能
と構造の対応がシンプルか複雑かどうか、もう
一つはインターフェース・部品の標準化の度合
いによって、アーキテクチャのタイプを規定す
る方法を提示している。藤本ら（2005）はこれ
らの 2つのアプロ―チに対応させて、製品ごと
に機能と構造の対応関係とインターフェースの
標準化という 2つの点に関するアンケートを実
施し、製品ごとに 5段階のリッカートスケール
で回答を得て、そのスケールの平均値から、アー
キテクチャ・スペクトルを求めている。
　藤本ら（2005）は、企業名が記載されていな
いため、企業別のインテグラル・スペクトル平
均は利用できない。一方、企業に関係なく製品
で産業を分類し、分類された製品が持つアーキ
テクチャ・スペクトルを産業別に平均した産業
別インテグラル・スペクトルを算出し公表して
いる。このため、本稿では、各産業を代表する
企業を抽出し、その企業の属する産業の産業別
インテグラル・スペクトル平均と、当該企業の
女性活躍との関連について分析を行うこととし
た。

4. 2　女性就業および女性活躍の評価指標

　本稿では、女性活躍の指標だけではなく女性
就業の指標を含め産業別インテグラル・スペク
トル平均との関係を分析した。女性就業の指標
とは、女性が継続して就業できているか、ある
いはキャリアを積み重ねることができるような
企業の支援策が機能して、女性がその職場に定
着しているか示す指標で、①従業員に占める女
性従業員の割合、②女性の勤続年数、④全女性
従業人に対する産前産後休暇制度利用者の割合
（産休取得率）、⑤全女性従業員に対する育児休
業制度利用者の割合（育休取得率）を用いた。 
2.2項の先行研究で示したように、川口（2011）
は、経営者がWLB施策に熱心な企業ほど女性
の定着度が高く、女性の定着度が高い企業ほど
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表 2　産業区分で分類された企業の各評価項⽬平均値とインテグラル・スペクトル平均

産業区分
インテグラル
･スペクトル
平均

2004年度
女性従業員
割合（%）

2004年度
女性勤続
年数（年）

2004年度
産休取得率
（%）

2004年度
育休取得率
（%）

2004年度
女性管理職
割合（%）

2004年度
女性課長
割合（%）

2004年度
女性部長
割合（%）

2004年度
女性役員
割合（%）

計測機器・時計 1.33 14.8 13.4 3.9 4.4 0.73 0.78 0.28 2.65
乗用車 1.38 6.9 11.6 4.3 3.8 1.11 1.17 0.86 0.36
乗用車用・エアコン 1.53 9.9 12.6 4.9 4.4 0.51 0.57 0.00 0.00
その他の輸送機械 1.63 7.1 13.1 3.5 5.5 0.26 0.37 0.00 0.00
金型機械工具。一般機械器具部品 1.82 9.0 16.7 4.0 4.1 0.22 0.34 0.00 0.00
機関部品・自動車部品 1.86 9.0 13.8 4.2 10.2 0.49 0.57 0.00 0.00
特殊産業機械 1.87 15.8 11.8 6.1 6.1 0.46 1.62 0.00 0.00
陶磁器・ファインセラミックス・
その他の窯業・土石製品 1.90 10.9 13.8 3.5 3.0 0.99 1.23 0.00 0.00

通信機械 1.98 10.5 14.0 5.9 6.4 0.84 1.53 0.17 0.00
化学繊維・その他の繊維製品 1.99 27.8 13.6 9.2 9.0 3.07 4.01 0.46 0.56
プラスチック製品工業 1.99 13.4 11.7 5.5 4.2 0.16 0.25 0.00 0.00
その他の石油・石炭製品 2.00 9.9 13.9 3.0 4.5 1.30 1.62 0.21 0.00
電子部品 2.00 22.4 13.3 3.8 4.7 0.64 0.51 0.97 0.00
集積回路・半導体部品 2.05 20.8 9.8 3.9 4.2 0.99 1.04 0.32 0.00
写真感光材料（専） 2.11 16.6 16.5 3.5 2.7 0.54 0.63 0.00 0.00
回転電気機械・静止電気機械 2.12 12.2 15.7 5.6 7.7 2.03 2.79 0.15 0.66
産業用ロボット・金属工作機械・
金属加工機械 2.14 10.9 17.1 1.3 3.1 0.24 0.29 0.00 0.00

開閉制御装置 2.17 11.6 9.9 3.9 5.0 0.00 0.00 0.00 0.00
電子計算機 2.18 16.6 15.6 4.3 4.9 1.56 1.96 0.81 1.86
ゴム製品工業 2.19 15.8 12.4 4.5 4.1 0.67 0.92 0.13 0.00
電気計測器・電池 2.20 14.6 11.5 5.5 8.0 1.25 1.57 0.00 2.00
シャシー・車体部品 2.24 13.2 12.5 4.4 2.7 0.06 0.06 0.00 0.00
熱間圧延鋼材 2.27 6.5 15.5 3.0 3.8 0.44 0.49 0.00 0.00
めっき鋼材・非鉄金属地金・伸銅・
アルミニウム圧延製品 2.33 9.3 14.4 3.6 2.2 0.84 2.14 0.00 0.00

医薬品 2.37 20.9 15.4 4.1 4.9 1.33 1.41 1.17 0.00
ガラス・同製品 2.38 6.9 14.2 4.0 4.0 0.99 1.06 0.00 0.00
建設用金属製品・その他の金属製品 2.40 25.7 13.1 3.0 2.1 0.37 0.42 0.00 0.00
駆動伝導・操縦装置部品・自動車 2.42 11.4 12.1 2.4 2.0 0.18 0.24 0.06 0.00
土木建設機械・化学機械 2.42 8.3 17.1 4.8 3.2 0.90 1.03 0.36 0.00
懸架制御装置部品 2.52 19.3 11.8 7.3 6.9 0.27 0.31 0.00 0.00
ボイラ・原動機 2.69 8.2 15.4 4.0 3.7 1.43 － － 0.00
運搬機械 2.71 6.2 14.8 2.5 2.8 0.43 0.47 0.35 0.00
油脂・調味料その他の食料品 2.74 25.7 11.2 1.7 3.5 2.10 2.68 0.41 0.45
民生用電気機械 2.78 16.5 16.5 6.1 5.1 1.49 1.62 0.65 0.94
ウィスキー 2.83 19.1 13.5 3.2 3.1 2.65 3.55 1.12 0.00
めっき鋼材 2.83 10.6 12.4 6.5 6.1 0.96 0.97 0.53 0.00
船舶・同機関 2.85 5.6 13.3 2.6 2.0 0.78 0.84 0.35 0.00
ビール・発泡酒・酒類 3.08 15.4 13.6 3.6 4.3 1.64 1.86 0.00 1.15
冷凍機・同応用製品 3.08 9.1 11.7 6.2 5.7 0.29 0.42 0.00 1.23
清涼飲料 3.22 12.7 9.3 8.7 8.9 0.42 0.50 0.00 0.00
石けん・合成洗剤・界面活性剤 3.44 14.3 12.3 5.1 5.6 1.36 1.57 0.44 1.59
ソーダ工業 3.50 12.6 11.4 5.2 5.3 0.35 0.74 0.00 0.00

斜字 ：上位 5位まで　 ：下位 5位まで　 ʻ－ʼ はデータ記載なしを示す
産業別インテグラル・スペクトル平均が高いほどモジュラー度が高いことを示す。
出所）産業別インテグラル・スペクトル平均は藤本（2005）より引用、その他は筆者作成
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5．分析結果

　ここでは、産業別インテグラル・スペクトル
平均と評価指標との関連性について分析を行っ
た結果を示す。2004年度に加え、直近の 2016
年度の状況も分析対象とするため、分析対象企
業を、上述した 176社のうち、東洋経済新報社
（2018）にも掲載されている 142社とした。
　まず、上述した女性就業の指標並びに女性活
躍の指標と産業別インテグラル・スペクトル平
均との関係を、回帰分析並びに平均値の差の検
定という 2つの方法で分析する。次に、各評価
指標の 2004年度から 2016年度への変化を、回
帰分析並びに平均値の差の検定という 2つの方
法で分析する。

5. 1　�評価指標と産業別インテグラル・ス
ペクトル平均の回帰分析

　2004年度と 2016年度のそれぞれについて、
各評価指標を従属変数、産業別インテグラル・
スペクトル平均を独立変数として回帰分析を
行った。表 3に 2004年度および 2016年度の各
評価指標と産業別インテグラル・スペクトル平
均の回帰分析の結果を示す。
　表 3に示すように、2004年度は、回帰係数
が有意な評価指標はみられなかった。2016年
度には、女性就業の指標である②女性の勤続年
数と、女性活躍の指標である⑤女性管理職割合、
⑥女性課長割合、⑧女性役員割合の計 4つの指
標で係数が正に有意という結果が得られた。

企業をピックアップした。その際、東洋経済新
報社（2006）の企業分類は、藤本ら（2005）の
経済産業省鉱工業生産指数 3桁分類と分類方法
が異なるため、両方の分類が記載されている帝
国データバンク（2006）を用いて、対応付けを
行った。52産業を代表する企業は、以下の手
順で抽出した。
① 　東洋経済新報社（2006）に掲載されている
企業の中で、帝国データバンク（2006）に示
されるセーランスランキングが、当該産業
分類内で上位 5％以内の場合は、全てピック
アックし、当該企業をその産業を代表する企
業であるとする。
② 　ただし、その産業に分類される企業数が

20社未満の産業については、セーランスラ
ンキングが、1～ 5位以内の企業は、その産
業を代表する企業とする。
　この手順で抽出された企業は、176社であっ
た。上述したように、同じ産業の企業として抽
出された企業には、同一の産業別インテグラル・
スペクトル平均を付与する。
　表 2は、各産業のインテグラル・スペクトル
平均と、各産業の代表企業として抽出された複
数の企業の女性就業の指標と女性活躍の指標の
平均値を示したものである。産業別インテグラ
ル・スペクトル平均は、値が高いほどモジュラー
度が高く、値が低いほど、インテグラル度が高
いことを示す。

表 3　2004 年度および 2016 年度の各評価指標の回帰分析結果

1）IS：産業別インテグラル・スペクトル平均 出所）筆者作成
注．*：p<.1　**：p<.05　***：p<.01　ns：not significant

独立変数：IS1） 2004年度 2016年度
従属変数：評価指標 回帰係数 補正 R2 p値 回帰係数 補正 R2 p値

女性就業の
指標

①女性従業員割合（%） 1.027 －0.004 0.541 ns 2.378 0.006 0.176 ns

②女性勤続年数（年） －0.836 0.006 0.176 ns 0.299 0.134 0.000 ***

③産休取得率（%） －0.399 －0.004 0.486 ns 0.008 0.000 0.327 ns

④育休取得率（%） －0.760 0.002 0.255 ns 0.000 －0.008 0.874 ns

女性活躍の
指標

⑤女性管理職割合（%） 0.144 －0.005 0.583 ns 0.027 0.020 0.048 **

⑥女性課長割合（%） 0.062 －0.007 0.864 ns 0.410 0.020 0.051 *

⑦女性部長割合（%） 0.036 －0.007 0.750 ns 0.232 0.011 0.115 ns

⑧女性役員割合（%） 0.183 －0.003 0.456 ns 1.302 0.014 0.085 *
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5. 2　評価指標の平均値の差の検定

　次に、分析対象企業を、産業別インテグラル・
スペクトル平均の小・中・大の 3つのグループ
に分類し、各グループの平均値に差があるかど
うかの検定を行った。以下にグループ分けの手
順とグループの平均値の差の検定方法と結果を
示す。

5. 2. 1　企業のグループ化の手順

　上述した 142社を産業別インテグラル・スペ
クトル平均順に並べ、企業数ができるだけグ
ループ間で差がないように、且つ同じ産業区分
が 2つのグループに分かれないようにしなが
ら、3つのグループに分類した。結果的に、3
つのグループは、産業別インテグラル・スペク
トル平均が低いグループ（A：製品アーキテク

チャは、よりインテグラル型）、中程度のグルー
プ（B：製品アーキテクチャはインテグラル型
とモジュラー型が半々）、高いグループ（C：
製品アーキテクチャは、よりモジュラー型）と
いうことになる（表 4）。

5. 2. 2　平均値の差の検定

　4.2項に示した 8つの評価指標について、上
記 3グループの平均値に差があるかどうかを、
2004年度、2016年度それぞれで検定した。検
定にあたっては、クラスカル＝ウォリス検定を
行った。クラスカル＝ウォリス検定は、マン＝
ホイットニーの U検定を 3 つ以上のグループ
に拡張したもので、データがノンパラメトリッ
クであり、データに対応のない場合に用いられ
る。ノンパラメトリックなデータ群では、外れ
値、あるいは偏りが平均値に影響を与え、標準

表 4　産業区分と産業別インテグラル・スペクトル平均のグループ分け

グループ A  46社 グループ B  48社 グループ C  48社
産業区分 IS1） 産業区分 IS1） 産業区分 IS1）

1 計測機器・時計 1.33 12 その他の石油・石炭製品 2.00 26 医薬品 2.37

2 乗用車 1.38 13 電子部品 2.00 27 ガラス・同製品 2.38

3 乗用車用・エアコン 1.53 14 集積回路・半導体部品 2.05 28 建設用金属製品・その他の金属製 2.40

4 その他の輸送機械 1.63 15 写真感光材料（専） 2.11 29 駆動伝導・操縦装置部品・自動車 2.42

5 金型機械工具・一般機械 1.82 16 回転電気機械・静止電気機械 2.12 30 土木建設機械・化学機械 2.42

6 機関部品・自動車部品 1.86 17 産業用ロボット・金属工作
機械・金属加工機械 2.14 31 懸架制御装置部品 2.52

7 特殊産業機械 1.87 18 開閉制御装置 2.17 32 ボイラ・原動機 2.69

8 陶磁器・ファインセラミック
ス・その他の窯業・土石製品 1.90

19 電子計算機 2.18 33 運搬機械 2.71

20 ゴム製品工業 2.19 34 油脂・調味料その他の食料品 2.74

9 通信機械 1.98 21 電気計測器・電池 2.20 35 民生用電気機械 2.78

10 化学繊維・その他の繊維製 1.99 22 シャシー・車体部品 2.24 36 ウィスキー 2.83

11 プラスチック製品工業 1.99 23 熱間圧延鋼材 2.27 37 めっき鋼材 2.83

グループ平均 1.75
24 めっき鋼材・非鉄金属地金・
伸銅・アルミニウム圧延製品 2.33

38 船舶・同機関 2.85

39 ビール・発泡酒・酒類 3.08

グループ平均 2.10 40 冷凍機・同応用製品 3.08

41 清涼飲料 3.22

42 石けん・合成洗剤・界面活
性剤 3.44

43 ソーダ工業 3.50

グループ平均 2.73

1）IS：産業別インテグラル・スペクトル平均 出所）筆者作成
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　表 6に示すように 2004年度は AB間で①女
性従業員割合　AC間で⑥女性管理職割合で差
が認められた。AB間の①女性従業員割合にお
ける平均ランクは、産業別インテグラル・スペ
クトル平均が高い Bグループの平均ランクが
低く、予想とは逆の相関がみられた。
　2016年度では AB間では②女性勤続年数の
みに差が認められ、AC間では①と⑤⑥⑧の指
標で差が認められた。また BC間では①②③⑤
⑥⑧で差が認められた。ただし、②女性勤続年
数については予想とは逆の相関であった。②
を除いても 2004年度から 2016年度にかけて、
AC間と BC間で差が認められる評価項目が増
加したことから、産業別インテグラル・スペク
トル平均の差が、12年間の各評価指標の変化
に影響を及ぼした可能性が考えられる。
　そこで、次に 2004年度から 2016年度にかけ
ての各評価指標の変化と産業別インテグラル・
スペクトル平均との関係をみてみよう。表 7は、
分析企業全体で 2016年度の評価指標から 2004
年度の評価指標の差を変化量として従属変数と
し、産業別インテグラル・スペクトル平均を独
立変数として、回帰分析を行った結果である。
　表 7の回帰分析結果では、補正 R2が低く、
当てはまりはよくないが、回帰係数が有意な評
価指標は② ,⑤ ,⑥ ,⑦の 4指標であった。4指
標のうち⑤⑥⑦の 3指標は女性活躍の指標で、
女性活躍が進んでいることが示された。女性活
躍の指標のうち、⑧女性役員割合は 2016年度

偏差にも影響を与えるため、正確な検定を行い
にくいという問題がある。そういった場合は、
全てのデータを最小値から最大値の順でデータ
を並べ替えて、平均値の代わりに順位の和の平
均（平均ランク）に直すことで外れ値や偏りに
左右されない検定を行うことができる。本稿で
もクラスカル＝ウォリス検定の結果を表 5に示
す。
　表 5のクラスカル＝ウォリス検定で、平均値
に差が認められるのは、2004年度では①女性
従業割合　⑤女性管理職の割合の 2項目、2016
年度では①女性従業員割合　②女性勤続年数　
③産休取得率、⑤女性管理職割合　⑥女性課長
割合　⑦女性部長割合の計 6項目である。
　次に、表 5で有意な差が認められた評価指標
について、A～ Cの 3群のうち、どこに有意
差があるか、Aと B、Aと C、Bと Cの 2群間
でマン =ホイットニーの U検定を行った。マ
ン =ホイットニーの U検定は、ノンパラメト
リックで、データに対応のない 2群間の検定に
用いられる。多重検定では帰無仮説が正しいの
にそれを棄却してしまうタイプⅠエラーと呼ば
れる誤りと、本当は差があるのに、有意差を検
出しないタイプⅡエラーと呼ばれる誤りがあ
る（URL6）。これらの誤りを補正するため、分
析に当たってはボンフェローニの方法で補正を
行った。表 6にマン=ホイットニーのU検定 (ボ
ンフェローニで補正 )による 2群間の検定の結
果を示す。

表 5　2004 年度および 2016 年度におけるグループ間の平均ランク 1）の差の検定（クラスカルウォリスの検定）結果

注．*：p<.1　**：p<.05　ns：not significant 出所）筆者作成
1）平均ランク：対象全企業を並べ替えた時の順位の平均値

2004年度 2016年度
平均ランク 1）

p値
平均ランク 1）

p値
A B C A B C

女性就業の
指標

①女性従業員割合（%） 75.7 97.8 94.0 0.049 ** 67.1 69.3 86.7 0.046 **

②女性勤続年数（年） 87.3 90.7 87.7 0.931 ns 71.0 90.8 71.2 0.038 **

③産休取得率（%） 92.4 85.6 83.8 0.610 ns 70.9 59.0 81.9 0.024 **

④育休取得率（%） 95.5 88.7 82.5 0.370 ns 73.5 62.4 77.4 0.179 ns

女性活躍の
指標

⑤女性管理職割合（%） 80.7 81.0 98.9 0.079 * 70.1 69.4 91.0 0.018 **

⑥女性課長割合（%） 82.6 79.0 96.2 0.149 ns 70.1 68.2 90.7 0.018 **

⑦女性部長割合（%） 82.7 81.9 93.4 0.385 ns 72.9 72.3 84.0 0.334 ns

⑧女性役員割合（%） 85.1 84.3 88.7 0.883 ns 72.4 69.1 89.2 0.053 *
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　グループ別の 2004年度と 2016年度の平均ラ
ンクの差の検定で有意な差が認められなかった
のは、グループ Aの②女性勤続年数と③産休
取得率、グループ Bの①女性従業員割合、③
産休取得率の 4項目であった。女性活躍指標に
ついてはいずれの評価指標も有意な差が認めら
れ、女性の就業および女性活躍が進んでいるこ
とが示された。また、各指標の p値は A＞ C
あるいは A＞ B＞ Cとなり、モジュラー度が
大きい程、平均ランクの差が顕著になる傾向が
見られた。以上のように、女性の就業および女
性活躍の指標は、時間による変化だけでなく、

においても女性役員数が少ないため、他の女性
活躍の指標とは異なる結果になった可能性が考
えられる。
　次に 2004年度と 2016年度の各評価指標の平
均ランクについて対象全企業とグループ別で差
の検定を行った。検定はウィルコンクソンの符
号付き順位和検定を行った。検定の結果を表 8
に示す。 
　表 8に示すように、分析対象企業全体では、
③産休取得率で平均ランクに有意差が認められ
ないが、③以外の項目においては、危険率 1％
で有意な差が認められた。　

表 6　�グループ間の平均ランク 1）のマン＝ホイットニーの U 検定から求めたｐ値をボンフェローニの⽅法で 
補正を⾏った検定結果

2004年度
平均ランク

p値
平均ランク

p値
平均ランク

p値
A B A C B C

①女性従業員割合（%） 65.9 51.6 0.022 ** 53.1 65.3 0.054 ns 53.1 65.3 0.678 ns

⑤女性管理職割合（%） 61.1 56.5 0.993 ns 53.7 66.4 0.046 ＊ 53.7 66.4 0.057 ns

2016年度
平均ランク

p値
平均ランク

p値
平均ランク

p値
A B A C B C

①女性従業員割合（%） 48.8 51.2 0.682 ns 43.7 57.5 0.018 ** 43.5 55.5 0.036 *

②女性勤続年数（年） 44.7 56.3 0.044 * 52.4 52.6 0.969 ns 58.2 45.1 0.026 *

③産休取得率（%） 51.5 43.5 0.153 ns 43.4 50.7 0.180 ns 39.4 54.7 0.006 **

⑤女性管理職割合（%） 51.1 49.9 0.858 ns 44.9 58.9 0.017 ** 44.1 58.6 0.014 **

⑥女性課長割合（%） 51.1 48.9 0.703 ns 44.8 59.0 0.018 ** 43.4 58.2 0.013 **

⑧女性役員割合（%） 51.9 49.1 0.595 ns 46.2 57.7 0.041 * 44.8 58.0 0.017 **

注．*：p<0.05　**：p<0.025　ns：not significant 出所）筆者作成
1）平均ランク：対象全企業を並べ替えた時の順位の平均値

従属変数（変化量 2）） 回帰係数 補正 R2 p値

女性就業の
指標

①女性従業員割合 1.58 0.001 0.302 ns

②女性勤続年数（年） 1.59 0.026 0.033 **

③産休取得率（%） 0.84 0.007 0.181 ns

④育休取得率（%） 0.46 -0.007 0.765 ns

女性活躍の
指標

⑤女性管理職割合 1.16 0.035 0.019 **

⑥女性課長割合（%） 1.29 0.030 0.031 **

⑦女性部長割合（%） 0.96 0.044 0.025 **

⑧女性役員割合（%） 0.10 -0.012 0.608 ns

1）IS：産業別インテグラル・スペクトル平均
2）変化量：各女性指標の 2016年度と 2004年度の差（2016-2004）
注．*：p<.1　**：p<.05　***：p<.01　ns：not significant

表 7　各評価指標の変化量 2）の回帰分析の結果
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より特定の組織能力が国ごとに偏在しているこ
とを示している。日本企業が強い製品アーキテ
クチャは「擦り合わせ」と「囲い込み」である
ことを示している。また、歴史や初期条件の違
いにより特定の組織能力が国ごとに偏在してお
り、表 9に示す得意アーキテクチャの「地政学」
的な分布をみると、日本以外に欧州も擦り合わ
せ型で、米国と韓国、中国は組合せ型のアーキ
テクチャの相性がいいことを示している。藤本
（URL 7）は、日本は初期値から最適値への試
行錯誤的な調整を短時間で成し遂げる統合力に
優れ、そのオペレーションを重視する。アメリ
カが組合せ型を得意とするのは、試行錯誤をす
ることなく最短距離で最適値に近づける科学的
知識が豊富なため、モジュラー型を指向する。
欧州の擦り合わせ型は日本とは異なり、アメリ
カ同様、科学的な知識に基づいた変数や因子を
多く持っているため、初期値が日本より最適値
に近いところから試行錯誤を開始できる。その
結果、短時間で擦り合わせを完了することがで

産業別インテグラル・スペクトル平均に影響を
受けて変化していることが示された。

6．考察　

　ここでは、最後に、女性就業の指標や女性活
躍の指標と製品アーキテクチャとの間に相関が
みられた理由について考察を行う。
　2.2項の先行研究で示したように、女性活躍
は長時間労働が重要なポイントの一つとなるこ
とが示されている（川口 2011、大湾 2016、山
本 2016）。モジュラー型アーキテクチャを持
つ製品は機能と構造がシンプルで、短時間で
キャッチアップすることができるという特徴が
あり、インテグラル型アーキテクチャは、組織
文化、組織構造、報酬などの制度が基盤となっ
て、連携活動を推進し、長い時間をかけて擦り
合わせ型の組織能力を蓄積するという特徴を持
つ（藤本 URL 7）。
　女性の活躍と、日本企業が得意とするインテ
グラル型アーキテクチャは擦り合わせの多さか
ら、インテグラル型アーキテクチャの製品を製
造する企業で働く労働者は、フレキシブルな働
き方を選択しにくい。子育てなどから労働の自
由度に制約のある女性にとっては、女性活躍と
は相反する性質を持ち合わせていると考えられ
る。
　藤本（URL 7）は製品アーキテクチャと組織
能力には相性があり、歴史や初期条件の違いに

評価指標 対象全企業 P値
グループ別 P値

A B C

女性活躍の
指標

①女性従業員割合（%） 0.0000 *** 0.001 *** 0.875 ns 0.000 ***

②女性勤続年数（年） 0.0000 *** 0.215 ns 0.000 *** 0.002 ***

③産休取得率（%） 0.1073 ns 0.950 ns 0.938 ns 0.005 ***

④育休取得率（%） 0.0000 *** 0.003 *** 0.010 *** 0.000 ***

女性就業の
指標

⑤女性管理職割合（%） 0.0000 *** 0.00000 *** 0.00000 *** 0.00000 ***

⑥女性課長割合（%） 0.0000 *** 0.00000 *** 0.00000 *** 0.00000 ***

⑦女性部長割合（%） 0.0000 *** 0.00000 *** 0.00020 *** 0.00000 ***

⑧女性役員割合（%） 0.0000 *** 0.00156 *** 0.00059 *** 0.00001 ***

表 8　�2004 年度と 2016 年度の対象全企業 ､ グループ別平均ランク 1）の差の検定（ウィルコンクソンの符号
付順位和検定）

注．＊：p<.1　**：p<.05　***：p<.01　ns：not significant 出所）筆者作成
　　1）平均ランク：対象企業を順位で並べ替えた順位の合計を企業数で除した値

表 9　得意なアーキテクチャの「地政学」的な分布

地域 得意な組織能力 製品アーキテクチャ
日本 総合力オペレーション重視 擦り合わせ型
欧州 表現力デザイン・ブランド重視 擦り合わせ型
米国 構想力知識集約的 組合せ型
韓国 集中力資本集約的 組合せ型
中国 動員力労働集約的 組合せ型

出所）藤本（URL %）より筆者作成
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きる、と考察している。
　製品アーキテクチャが女性活躍と関連するこ
とが明らかになったが、欧州は、日本と同じよ
うにインテグラル型アーキテクチャが優勢であ
るにもかかわらず、女性活躍は進んでいる。欧
州との違いを明らかにすることで、日本で女性
活躍が進まない原因を突き止めることができる
可能性が考えられる。

7.　おわりに

7. 1　本研究のまとめ

　日本の女性活躍が進まない原因は、女性の就
業や活躍を支援する制度の有無や、その使いや
すさ、男性の理解不足や女性の意識の問題など
からアプローチされてきたが、本稿では製品
アーキテクチャと女性活躍との関連に着目して
分析を行った。分析の結果、

1）2004年度、2016年度それぞれにおける評価
指標と産業別インテグラル・スペクトル平均と
の関連を分析した結果、2004年度には関連性
は確認できなかったが、2016年度では、産業
別インテグラル・スペクトル平均の高い企業で
女性活躍が進んでいることが明らかとなった。
逆に言えば、インテグラル度の高い製品アーキ
テクチャを持つ企業ほど、擦り合わせによる制
約から、女性の活躍が進みにくいことが示唆さ
れた。
2）産業別インテグラル・スペクトル平均の高
い企業ほど、2004年度から 2016年度にかけて
の各評価指標の変化が大きく、女性の就業およ
び女性活躍が進んでいることが明らかになっ
た。逆に言えば、インテグラル度の高い製品アー
キテクチャを持つ企業ほど、擦り合わせによる
制約から、女性の活躍に向けた各指標の変化に
乏しいことが示唆された。
　以上の結果から、「インテグラル度の高い製
品アーキテクチャを持つ企業ほど、擦り合わせ
による制約から、女性が活躍しにくい状況と
なっている。また、女性活躍に向けた指標の変
化にも乏しい」とう仮説が支持される結果が得
られた。
　製品アーキテクチャと女性活躍の関連は、イ

ンテグラル型アーキテクチャ寄りの製品アーキ
テクチャが優勢な産業区分では、女性の活躍が
進みにくく、モジュラー型アーキテクチャが優
勢な産業区分では進みやすい、というものであ
る。こうした点が、個別の企業ではなく、多く
の企業を分析対象として、統計的に検証できた
ことは、大きな成果である。
　インテグラル型アーキテクチャで女性活躍が
進みにくいのは機能と構造が複雑で、長時間の
擦り合わせが必要となるからである。この擦り
合わせは、時間的な制限だけでなく、行動や思
考の自由度にも制限をもたらす可能性が考えら
れ、女性企業の中で活躍することが難しいと考
えられる。一方、モジュラー型アーキテクチャ
は機能と構造が 1対 1とシンプルで、長時間の
擦り合わせが必要でなく、フレキシブルな働き
方ができ、女性が活躍しやすいと考えられる。
　以上の分析結果は、次のように総括できる。
冒頭に示したように、全体のジェンダーギャッ
プ指数の日本の国際順位は 153か国中 121位で
ある。そして、ILOSTATから発表された 2019 
年における管理的職業従事者に占める女性の割
合は、欧米が 3割から 4割なのに対して、日本
は 14.8％にとどまっている。この現状は、必ず
しも日本企業や政府の取り組みの遅れのみに起
因するのではないのである。これまで、日本の
国際競争力の源泉となったインテグラル型アー
キテクチャの優位性に起因する構造的な問題と
もいえるのである。

7. 2　残された課題

　本稿において上記 2点を明らかにし、女性活
躍に関する研究に、製品アーキテクチャという
新しい切り口を提案することができた。さらに
製品アーキテクチャと女性活躍の関連について
は、これから様々な角度で分析していく必要が
あると考える。
　今後の課題として、まず、本研究の頑健性を
確認するため、今回 3分類で行った産業別イン
テグラル・スペクトル平均の分類数を変更した
り、回帰分析を用いて、女性の就業指標や活躍
指標に与える要因を分析したりすることが必要
と考える。今回の分析ではアーキテクチャその
ものが女性活躍を促進しているのか、あるいは
あるアーキテクチャタイプの企業に共通する別
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の要因が女性活躍を促進しているのかが不明で
あるが、回帰分析の実施にあたっては、女性活
躍を促進する可能性のある他の組織要因（たと
えば企業規模や創業年数など）を統制したうえ
でアーキテクチャの効果を検証する必要がある。
　さらに、本稿では、藤本ら（2005）をベース
に製品アーキテクチャと女性活躍の関連を分析
したが、データの取得から 15年が経過してお
り、産業の構造も製品アーキテクチャも変化し
ていることが考えられる。たとえば自動車産業
は、従来、インテグラル型の典型的な産業とさ
れてきた。すなわち、自動車の部品は約 10万
点あり、その部品の調整の妙こそが、安全で乗
り心地の快適な自動車を作り、それが日本の国
際競争力の源泉とされてきた。しかしながら、
自動車の技術は、目下 CASE（C：コネクティッ
ド、A：自動運転、S：カーシェアリングとサー
ビス、E：電気自動車）とよばれる百年に一度
の変革の中にあり、この中で、製品アーキテク
チャは大きく変化していると考えられる。こう
した、アーキテクチャの変化を反映して、アー
キテクチャ・スペクトル値を更新することが必
要である。また、今回は、藤本ら（2005）がアー
キテクチャ・スペクトルの測定を行った企業や
製品と、本稿で抽出した企業とその企業が扱う
製品は一致していない。これを一致させること
で、製品アーキテクチャと女性活躍の関連に関
して、さらに精緻な分析が可能になると考えら
れる。さらに、本稿では、2004年度と 2016年
度の変化量を調べたが、その間で製品アーキテ
クチャにどのような変動があったか、その過程
を分析することも興味深い。
　最後に欧州と日本はともにインテグラル型
アーキテクチャよりであるにもかかわらず、女
性活躍の割合に開きがある。この原因を分析す
ることで、日本における女性活躍の停滞の原因
を明らかにできる可能性が考えられる。
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